
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 

 

  

 

  下は、読売新聞12月5日朝刊、社会面の新聞記事です。「東京都が2024年度から都内在住の高校生を対象とし

た、授業料助成の所得制限を撤廃し、私立高校を含めたすべての高校授業料を実質無償化する方針を固めた」と報じて

います 

 

 

  詳細は、現在調査中です。 

  福井、東京と続いています。国民的要求であることは間違いありません。国向け署名は 2 月が締切です。

国を動かせるよう、より多くの「私学の無償化」の声を国に届けましょう。 

  まず、12月8日（金）、衆議院第一議員会館大会議室に結集し、国会議員に声を届けましょう。 
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